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目的：2010 年 10 月に実施されたたばこ税増税（1 本 3.5 円）およびたばこの値上げによるたばこ価格の
引き上げなど、による禁煙への影響について検討することを目的とした。
方法：2 企業 8 事業所 642 名を対象に実施し、有効な回答が得られた 547 名を解析対象とした。対象者に
は、質問紙により、基本属性（性別、年齢、喫煙状況）、同居者の有無と喫煙状況、心理的ニコチン依存
の評価尺度である加濃式社会的ニコチン依存度調査票（Kano Test for Social Nicotine Dependence：以
下、KTSND）を質問した。また、喫煙経験がある非喫煙者（禁煙者）および禁煙挑戦経験がある喫煙者

（禁煙失敗者）には 2010 年の増税をはじめとした 10 の項目が禁煙の成否に影響を与えたかも質問した。
その上で禁煙者及び禁煙失敗者を対象に、禁煙の成否に影響を与える因子を検討した。
結果：ロジスティック回帰分析から、今回の増税は禁煙の失敗に寄与していた。また喫煙年数の増加と共
に失敗する傾向にあった。一方で、自分の健康に影響、という意識が禁煙の成功に寄与していた。その他
の要因（自分の体調悪化、家族の健康への影響、過去の増税、たばこ価格が家計圧迫、喫煙しにくい環境
への変化、家族・友人からの禁煙の勧め、医療機関の利用、禁煙補助薬等の利用）は寄与していなかった。
考察：2010 年の増税後、たばこ消費量は約 10％ 減少し、増税による喫煙抑制効果は一定程度あったもの
と思われるが、現状では、大部分の喫煙者において、たばこ値上げのみを契機とした禁煙は困難であると
考えられた。一方で、自分の健康に影響するという意識が禁煙の成功に寄与しており、自分に直接関係す
る因子である意識の啓発が重要であることが示唆された。
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労働者における禁煙の挑戦
および達成に寄与する因子の解明のための研究



Ⅰ．はじめに

　喫煙は本邦における成人死亡の最大の決定因子であ
り、2007 年に喫煙に関連した疾患で約 13 万人が死亡
した、とされている1）。
　喫煙率は、本邦では 1989 年（平成元年）に男性
55.3％、女性 9.4％ で、短期間では増減しながらも、
長期間でみると男性は一貫して減少、女性は横ばいで
推移し、2010 年以降は男女とも横ばいで、2013 年は
男性 32.2％、女性 8.2％ だった2）。
　禁煙については、2006 年、ニコチン依存症に対す
る薬物治療が健康保険適用となった。禁煙の挑戦およ
び達成に対する性別、喫煙歴、ニコチン依存度、既往
歴、同居者の有無やその喫煙状況の寄与や、カウンセ
リングによる行動療法、たばこの害や禁煙のメリット
や方法等を学ぶ禁煙教室の効果、は現在まで検討さ
れ 3）─16）、このような療法や属性等の禁煙に対する効果、
寄与を禁煙対策に結びつけようとする一方で、たばこ
価格値上げが喫煙開始の防止、禁煙促進もたらし、た
ばこ消費を減少させることは、海外の複数の研究で明
らかとなってきた17）。このことから、2005 年に発効
した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約

（WHO FCTC）」の第 6 条では、禁煙対策としての課
税の重要性が強調されている18）。本邦では、1 本あた
り 1 円程度のたばこ税増税が 1998 年、2003 年、2006
年に実施されたが、小幅な増税であり、その効果の検
証もなされていなかった。しかし、2010 年 10 月には、
1 本あたり 3.5 円のたばこ税増税が実施され、同時に
日本たばこ産業（JT）によるたばこ本体価格の値上
げも加わり、値上げ幅は 1 箱（20 本）当たり 100 円
を超えた19）。OECD 加盟国の税率および価格と比較
すると、依然我が国のたばこ価格は安価だが20）、たば
こ価格の値上げがそれ以前と比較し大きいことから、
たばこ価格の値上げが禁煙の挑戦および達成に与える
影響を評価することは、現在までそのような研究が少
ない本邦においては重要であると考えられる。
　以上から、今回我が国において、たばこ価格の値上
げなどが禁煙の挑戦および達成に与える影響を検証し

た。

Ⅱ．対象および方法

　本研究は、2010 年 10 月から 11 月にかけて、長野
県内の印刷業（A 社）の 1 事業所 270 名、および東
京都内に本社を置く 1 物流企業（B 社）の 7 事業所
372 名を対象とし実施した。調査は質問紙により、基
本属性（性別、年齢、喫煙状況）、同居者の有無と喫
煙状況、心理的ニコチン依存の評価尺度である加濃式
社会的ニコチン依存度調査票（Kano Test for Social 
Nicotine Dependence：以下、KTSND） 21）を質問した。
また、喫煙経験がある非喫煙者（禁煙者）および禁煙
挑戦経験がある喫煙者（禁煙失敗者）には、以下の
10 項目が禁煙挑戦および達成に影響を与えたかも質
問した（自分の体調悪化、自分の健康への悪影響、家
族の健康への悪影響、過去の増税、今回の増税、たば
こ価格が家計圧迫、喫煙しにくい環境への変化、家
族・友人からの禁煙の勧め、医療機関の利用、禁煙補
助薬等の利用）。調査票は無記名とした上で、回答は
任意であり、個人が特定されることはないことを説明
した前書きを付した。
　解析は、企業および喫煙状況（喫煙者、禁煙者、非
喫煙者）の別に行うか、企業を説明変数として分析し
た。また、禁煙失敗者および禁煙者については、禁煙
失敗の因子を明らかにするため、禁煙者のオッズに対
する喫煙失敗者のオッズの比を従属変数とし、性別、
年 齢、 所 属 企 業、1 日 の 喫 煙 本 数、 喫 煙 年 数、
KTSND 得点、同居人の有無および喫煙の状況、禁煙
行動に影響を与えうる 10 項目（前述）をそれぞれ独
立変数として、ロジスティック回帰分析を行った。
　解析および統計学的検討は SPSS Statistics version 
22（IBM、USA）を用いた。群間の比較には、カイ
二乗検定、Mann-Whitney の U 検定、Kruskal-Wallis
検定、Jonckheere-Terpstra 検定を用い、有意水準は
5％ 未満とした。
　なお、本研究の実施にあたっては、信州大学医学部
医倫理委員会にて承認を得ており、個人が特定できな
い形で統計処理を行った。

Ⅲ．結果

1）対象者の基本属性および喫煙状況
　A 社 270 名、B 社 372 名に調査票を配布し、A 社
245 名（90.7％）、B 社 302 名（81.2％）から回答を得
た。そのうち、未回答の項目があった者は除外し、A
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表 2　禁煙失敗に影響を与える因子

粗オッズ 調整済オッズ
n オッズ比 95% 信頼区間 p オッズ比 95% 信頼区間 p

性別
女性   21 1.00 1.00
男性 129 0.90 （0.35 ─ 2.29） 　0.83 1.17 （0.34 ─ 4.07） 0.80 

所属企業
A 社 54 1.00 1.00
B 社 96 2.74 （1.32 ─ 5.68） ＜0.01 2.38 （0.89 ─ 6.36） 0.08 

1 日の喫煙本数
10 本以下 46 1.00 1.00
11 本～20 本 78 1.78 （0.84 ─ 3.78） 　0.13 1.31 （0.47 ─ 3.63） 0.61 
21 本以上 26 0.69 （0.24 ─ 1.99） 　0.49 0.22 （0.05 ─ 1.07） 0.06 

喫煙年数
10 年以下 64 1.00 1.00
11 年～20 年 59 2.31 （1.09 ─ 4.87） 　0.03 3.09 （1.19 ─ 8.05） 0.02
21 年～30 年 21 3.41 （1.23 ─ 9.47） 　0.02 6.40 （1.48 ─ 27.65） 0.01
31 年以上   6 2.56 （0.47 ─ 13.86） 　0.28 8.65 （1.01 ─ 74.11） 0.05

同居人
なし 25 1.00 1.00
喫煙者なし 91 0.53 （0.22 ─ 1.28） 　0.16 0.64 （0.20 ─ 2.03） 0.45 
喫煙者あり 34 0.73 （0.26 ─ 2.05） 　0.55 0.69 （0.18 ─ 2.70） 0.59 

KTSND
13 点以下 49 1.00 1.00
14 ～17 点 52 1.94 （0.86 ─ 4.40） 　0.11 1.64 （0.58 ─ 4.65） 0.35 
18 点以上 49 1.85 （0.81 ─ 4.23） 　0.15 0.95 （0.32 ─ 2.85） 0.93 

喫煙挑戦および達成に影響を与えた要素に関する質問
（禁煙者、禁煙挑戦経験のある喫煙者に対する質問）
自分の体調が悪化

関係しない 105 1.00 1.00
関係した   45 0.74 （0.36 ─ 1.52） 　0.41 0.75 （0.30 ─ 1.90） 　0.55 

自分の健康への影響
関係しない   44 1.00 1.00
関係した 106 0.39 （0.19 ─ 0.80） 　0.01＊ 0.34 （0.13 ─ 0.85） 　0.02＊

家族の健康への影響
関係しない   45 1.00 1.00
関係した 105 0.70 （0.35 ─ 1.42） 　0.33 0.55 （0.21 ─ 1.42） 　0.22 

増税（過去）との関連
関係しない 119 1.00 1.00
関係した   31 3.46 （1.51 ─ 7.91） ＜0.01 0.59 （0.13 ─ 2.69） 　0.50 

増税（今回）との関連
関係しない 111 1.00 1.00
関係した   39 7.16 （3.13 ─ 16.38） ＜0.01 6.11 （1.68 ─ 22.24） ＜0.01

家計への影響
関係しない 94 1.00 1.00
関係した 56 2.99 （1.50 ─ 5.94） ＜0.01 1.98 （0.78 ─ 5.02） 　0.15 

喫煙しにくい環境の増加
関係しない 93 1.00 1.00
関係した 57 1.97 （1.01 ─ 3.87） 　0.05 1.57 （0.62 ─ 3.95） 　0.34 

家族・友人からの禁煙の勧め
関係しない 98 1.00 1.00
関係した 52 1.60 （0.81 ─ 3.15） 　0.18 1.31 （0.53 ─ 3.27） 　0.56 

医療機関の利用
関係しない 140 1.00 1.00
関係した   10 2.32 （0.63 ─ 8.59） 　0.21 0.93 （0.15 ─ 5.91） 　0.94 

禁煙補助薬の使用
関係しない 144 1.00 1.00
関係した     6 1.48 （0.29 ─ 7.60） 　0.64 1.11 （0.14 ─ 8.86） 　0.92 



社 193 名（71.5％）、B 社 225 名（60.5％）を解析対象
とした（表 1）。
　今回、調査を行った 2 社は、A 社は長野県の印刷
業 1 事業所、B 社は東京都、神奈川県および埼玉県に
存在する物流業の 6 事業所だったが、両社で喫煙の有
無や喫煙歴、同居者の有無等の基本属性に差があった
ことから、解析は企業別か企業を説明因子として実施
した。
　性別による喫煙状況で、両社とも男性は喫煙者や禁
煙者が有意に多く、女性が非喫煙者の割合が多かった。
　年齢は、A 社では喫煙状況による差はなく、B 社で
平均年齢に差があり、禁煙者、喫煙者、非喫煙者の順
に高かった。
　喫煙の状況は、A 社禁煙者は、喫煙者と比較し喫
煙年数、ブリンクマン指数が有意に短かった。B 社禁
煙者は 1 日あたりの本数が多かった。
　喫煙状況を同居者の有無やその喫煙状況別で比較し
たところ、両社とも同居者の喫煙の有無に差はなかっ
たが、家庭内の喫煙環境は、非喫煙者、禁煙者の家庭
で「常に禁煙」が多く、禁煙者と差があった。
　KTSND 得点を得点により 3 群に分けると、両社と
も喫煙者、禁煙者、非喫煙者で有意な差があり、得点
もこの順に高かった。
　禁煙失敗者、禁煙者（禁煙者）、非喫煙者と比較す
ると、KTSND 得点は両社とも、禁煙失敗者、禁煙者、
非喫煙者の順に高かった。
2）禁煙失敗に影響を与える因子
　ロジスティック回帰分析では、年齢は他の項目と多
重共線性が認められたため独立変数から除外した。禁
煙失敗に、喫煙年数 11-20 年、21-30 年、30 年以上が
寄与し、喫煙年数が長くにつれて失敗する傾向にあっ
た（p＜0.01）。また、「今回の増税」が禁煙行動に関
連し、結果、失敗に寄与していた。一方、禁煙成功因
子には、「自分の健康に影響」が関連していた。

Ⅳ．考察

　今回の調査では、対象とした 2 社から得た有効回答
は、6、7 割と比較的高く、概ね調査対象の状況を反
映すると考えられた。
　対象者の喫煙率は、A 社の男性 33.0％（同年の国民
生活基礎調査22）における長野県平均32.7％）、女性4.2
％（同 8.2％）、B 社の男性 46.1％（東京都 30.3％、神
奈川県 32.7％、埼玉県 34.0％）、女性 15.5％（同 11.4％、
11.9％、11.8％）であり、B 社で地域の平均より喫煙

率が高かった。学歴や所得23）、業種24）が喫煙行動に
影響を与えるとされており、今回これらを調べてはい
ないものの、これらの影響があった可能性があった。
また、B 社の禁煙者でブリンクマン指数が高かったが、
B 社の禁煙者は、喫煙者と比し年齢が高く、過去の 1
日の喫煙本数が多かったことから、禁煙していてもこ
のような結果だったと考えられた。
　対象者の喫煙状況と同居者の有無、喫煙状況に差は
無かったが、同居者のいる家庭での喫煙状況に差があ
り、非喫煙者、禁煙者の家庭では常に禁煙としている
家庭が多かった。因果の関係は明らかでないが、喫煙
していない家庭においては、結果的に同居者が受動喫
煙する機会が少ないことが分った。
　禁煙の挑戦および達成に寄与する因子では、ロジス
ティック回帰分析により調整した結果、今回の増税が
禁煙の失敗に寄与していた。2010 年の増税後、たば
こ消費量は約 10％ 減少し25）、増税による喫煙抑制効
果は一定程度あったものと思われるが、現状では、大
部分の喫煙者において、たばこ値上げのみを契機とし
た禁煙は困難であると考えられた。一方、今回調査対
象とした 2010 年に実施した増税が禁煙失敗の事由は
明確で無いものの、禁煙の成功に寄与しない、とする
報告もある26）。今後、増税と禁煙の挑戦および達成に
関し更なる研究が望まれる。
　一方、喫煙を「自分の健康に影響」するという意識
が、禁煙成功に寄与していた。禁煙者において、禁煙
に至った動機は健康に関するものが多いことは報告さ
れている16）27）が、禁煙の挑戦および達成でその動機
が自発的で、自分に直接関係する要因である意識の啓
発が成否に関連していることが示唆された。
　喫煙年数は有意に禁煙の挑戦および達成と関連して
いたが、1 日当たりの喫煙本数は禁煙の挑戦および達
成には関連していなかった。既存の研究において、喫
煙年数28）、喫煙本数6）28）は、それぞれ禁煙の成功率
と負の関連のある因子として挙げられている一方、そ
れぞれ有意な関連はなかったとする報告7─9）もある。
今回の調査では喫煙年数のみが寄与していたが、喫煙
本数の情報は、喫煙した年数の間の変化を反映してお
らず、そのことが寄与しなかったことも一因の可能性
もあると考えられ、喫煙は長期間継続することで習慣
化し、長期の習慣を変容することが困難となり、禁煙
に至りにくい、と考えられた。
　また、KTSND は今回の調査では、喫煙者、禁煙者、
非喫煙者の順に得点が高い傾向が認められ、既存の報
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告 29─31）と一致していた。しかし、禁煙者と失敗者の
平均得点に有意な差はなく、ロジスティック回帰分析
でも禁煙の挑戦および達成との関連は認められなかっ
た。この結果は栗岡ら9）11）との報告と一致していた。
KTSND は心理的ニコチン依存の評価尺度として、加
濃らにより開発され、喫煙者だけでなく、禁煙者や非
喫煙者でも利用が可能である32─34）。今回の結果から喫
煙年数と KTSND 得点との間にも相関は認められず、
KTSND 得点は、喫煙年数や禁煙の挑戦および達成と
は独立した因子である可能性が示唆された。
　同居者の有無や喫煙状況と、喫煙率、および禁煙の
挑戦および達成とは、関連がなかった。家族の喫煙は、
青少年において喫煙に関連する因子として挙げら
れ 35）、禁煙外来受診者を対象とした調査では、禁煙
の達成を阻害する因子の一つであるとの報告されてい
る 6）9）10）が、今回の調査の対象者は成人労働者であ
ること、職場で喫煙者と接触する機会が多いこと、等
から、同居者の有無や喫煙状況の影響が青少年より少
なく、結果が一致しなかった可能性が考えられた。
　今回の調査では、禁煙に挑戦しても、結果的に失敗
した場合は、禁煙失敗者に位置づけられてしまうが、
禁煙に挑戦することと禁煙を継続することで禁煙を維
持できる、という意味から、今後この意義を考え、禁

煙の挑戦の有無による禁煙の成否を検討することも大
切であると考えた。
　今回の調査は、増税から間もない時期に行われたこ
ともあり、調査後に増税をきっかけに禁煙を始めた喫
煙者も相当数いるものと思われる。今回の調査で着目
した、増税をきっかけに禁煙に挑戦したものの失敗し
た喫煙者は、比較的短期で喫煙を再開した例であるた
め、喫煙者全体を代表しないことには注意する必要が
ある。また、調査時は禁煙していても、その後再喫煙
を開始する例も考えられ、増税の禁煙に対する長期的
な影響を評価するためには、更なる調査が必要と考え
られる。

Ⅴ．結語

　長期間にわたる喫煙、および増税をきっかけとした
禁煙行動は、禁煙失敗と有意に関連していた。一方、
喫煙の健康影響を認識していることは、禁煙成功と有
意に関連していた。このことから、2010 年の大幅増
税は喫煙対策としては不十分であること、喫煙者に対
するアプローチとして、喫煙による健康への影響を自
覚させ、自らの健康に対する不安をきっかけとした禁
煙につなげることが、禁煙を成功させるために有効で
あることが示唆された。

新井、水木、上條、藤澤、松澤、塚原、野見山
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